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○ 諸外国の成長を我が国に取り込み、我が国の更なる発展を図るため、外国人留学生受入れの重点地域・重点分野を設定。当該重点地域等
からの外国人留学生の戦略的な受入れを促進。
○ 渡日前入学許可等による現地における積極的な外国人留学生の確保や留学コーディネーターの配置による海外拠点の強化。
○ 奨学金の充実や、住環境・就職支援の充実等による受入れ環境支援の強化。

留学生政策の基本方針

＜新たな取り組み＞

＜意義・目的＞
日本人の海外留学

外国人留学生の受入れ

○ 留学促進キャンペーン「トビタテ！留学JAPAN」による若者の海外留学への機運醸成。
○ 官民が協力した新たな海外留学支援の創設。
（国費による支援の拡充、民間資金を活用した海外留学支援制度「トビタテ！留学JAPAN日本代表プログラム」の創設）

日本人の海外留学

外国人留学生の受入れ

○ 諸外国の人材育成や科学技術・学術の振興等に大きく寄与するとともに、我が国の大学等の国際化を促し、教育・研究力を向上させ、我が国の学
術・文化を世界に広めることといった教育・研究面における重要な役割や諸外国との国際交流を図り、相互理解と友好親善を増進させる役割。
○ 我が国で学んだ帰国留学生が我が国との人的ネットワークを形成し、両国・地域等間の政治、経済、学術、文化、スポーツに関する友好関係の強
化・発展の架け橋となり、ひいては、我が国の安全保障にもつながるという外交上の大きな意義。
○ こうした人材育成や諸外国との友好関係の構築を基礎として、我が国の企業の世界進出や貿易の促進等、我が国の経済発展に資する。

○ 将来の日本を担う若者が、国際的な舞台での競争に勝ち抜き、学術研究や文化・国際貢献の面でも世界で活躍できるようにするため、高等教育等に
おける留学機会を拡充し、真のグローバル人材の育成することによって、経済・外交・エネルギー等の様々な分野における世界的な我が国のプレゼン
ス・影響力の向上に資する。

【KPI】 2020年までに留学生交流を倍増させる（H25閣議決定）
日本人の海外留学：大学生等６万人（2010年）→ １２万人

高校生 ３万人（2011年）→ ６万人
外国人留学生の受入れ： １４万人（2012年）→ ３０万人
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外国人留学生数（高等教育機関・日本語教育機関）

うち高等教育機関（大学・短期大学・高等専門学校・専修学校（専門課程））

うち日本語教育機関

171,122

239,287

68,165

出身国・地域別

推移

（各年5月1日現在）

国・地域名 留学生数 (前年数) 対前年比 国・地域名 留学生数 (前年数) 対前年比

中 国 107,260  (98,483) 8,777 インドネシア 5,495  (   4,630) 865

ベトナム 61,671  (53,807) 7,864 ミャンマー 4,816  (   3,851) 965

ネパール 21,500  (19,471) 2,029 タイ 3,985  (   3,842) 143

韓 国 15,740  (15,457) 283 マレーシア 2,945  ( 2,734) 211

台 湾 8,947   ( 8,330) 617 その他 28,076  ( 24,706) 3,370

スリランカ 6,607   ( 3,976) 2,631 合 計 267,042  (239,287) 27,755

※ 「出入国管理及び難民認定法」の改正（平成21年7月15日公布）により、平成22年7月1日付けで在留資格「留学」「就学」が一本化されたことから、平成23年5月以降は
日本語教育機関に在籍する留学生も含めて計上している。

外国人留学生数の推移

（年度）

2017年5月1日現在

（出典）独立行政法人日本学生支援機構「外国人留学生在籍状況調査」

（人）
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外国人留学生の就職の現状（大学修了者の進路状況）

○大学（学部・院）を卒業・修了した外国人留学生の進路状況
平成2８年度に大学（学部・院）を卒業・修了した者（23,946人）のうち、国内に就職した者は8,610人（約36%）。

○外国人留学生の就職支援に関する政府の方向性
「日本再興戦略改訂2016」（平成28年6月2日）において、外国人留学生の日本国内での就職率を３割から5割へ
向上させることを閣議決定。

○日本における就職を希望する外国人留学生の状況
日本における就職を希望する外国人留学生は全体の約64％を占める。

・ 外国人留学生の就職者数は近年増加しているが、各年度に大学・大学院を卒業・修了した外国人留学生のうち、日本国内で就職
した外国人留学生の占める割合は３割程度にとどまる。
○大学（学部・院）段階における外国人留学生の卒業・修了及び国内就職の推移

（出典）「平成28年度外国人留学生進路状況・学位授与状況調査結果」
(平成30年２月(独)日本学生支援機構)

（出典）「平成27年度私費外国人留学生生活実態調査」
(平成28年9月(独)日本学生支援機構)

人数
（単位：人）

（出典）「平成2８年度外国人留学生進路状況・学位授与状況調査結果」
(平成３０年２月(独)日本学生支援機構)

（24.7%）
※各年度内に大学・大学院を
卒業・修了した外国人留学生の
進路状況

（年度）

（25.2%） （27.1%） （27.2%）
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(右)出典：2015年5月 経済産業省「外国人留学生の就職及び定着に関する調査」
調査対象：5,000社（全上場企業約3,600 社のうち従業員数上位2,500 社及び非上場
企業（約1,700 社）のうち従業員数上位500 社）
調査方法：アンケート調査（郵送）、調査時期：2014年2月16日～27日
回答社数535社

採用した外国人留学生の主な職種留学生が希望する職種（専攻分野別）

外国人留学生の就職に係る課題（配属）

(左)出典：2015年5月 経済産業省「外国人留学生の就職及び定着に関する調査」
調査対象：2016 年３月までに卒業・修了予定（学部３年生～４年生および修士１年生
～２年生が対象））
調査方法：アンケート調査（インターネット）、調査時期：2014年2月16日～27日
回答者数：1,104名

・留学生が希望する職種と実際に採用される職種とのズレの解消が課題。
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外国人留学生の就職に関する課題
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①外国人留学生向けの求人が少ない

②日本の就職活動の仕組みが分からない

③日本語による適性試験や能力試験が難しい

④業界研究や企業研究の仕方が分からない

⑤日本語での面接対応が難しい

⑥企業がどのような人材を求めているのか不明

⑦入社後の仕事内容が不明確

⑧日本語による書類の書き方が分からない

38.9%

36.9%

17.7%

0.0% 20.0% 40.0%

①日本語能力が不十分

②日本企業における働き方の理解が不十分

③業界研究・企業研究が不十分

◆外国人留学生の就職及び定着状況に関する調査結果 ◆平成27年度私費外国人留学生生活実態調査

外国人留学生や高度外国人材へのアンケート調査（複数回答可）によると、就職活動上の課題として、
①日本式の就職方法指導や日本語の修得のための支援、②企業による留学生採用枠の拡大や採用枠の明示
③留学生向けの就職情報の充実等が挙げられている。

◆外国人留学生の就職及び定着状況に関する調査結果

出典：「外国人留学生の就職及び定着状況に関する調査結果」
2015年3月新日本有限責任監査法人（経済産業省委託事業） 出典：「平成27年度私費外国人留学生生活実態調査」2016年9月（独）日本学生支援機構

出典：「外国人留学生の就職及び定着状況に関する調査結果」
2015年3月新日本有限責任監査法人（経済産業省委託事業）

一方、企業から見て、外国人留学生が就職活動で改善してほしい点は以下の通り。

①外国人留学生向けの求人が少ない

②日本の就職活動の仕組みが分からない

③日本語による適性試験や能力試験が難しい

④業界研究や企業研究の仕方が分からない

⑤日本語での面接対応が難しい

⑥企業がどのような人材を求めているのか不明

⑦入社後の仕事内容が不明確

⑧日本語による書類の書き方が分からない

①日本語能力が不十分

②日本企業における働き方の理解が不十分

③業界研究・企業研究が不十分

54.1%

50.7%

36.8%

35.8%

30.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

①留学生用就職情報の充実

②在留資格の変更手続きの簡素化、期間

短縮

③企業主催の留学生用就職説明会の充実

④在留資格の変更の弾力化

⑤留学生用インターンシップの充実

①留学生用就職情報の充実

②在留資格の変更手続きの簡素化、期間短縮

③企業主催の留学生用就職説明会の充実

④在留資格の変更の弾力化

⑤留学生用インターンシップの充実

企業側で努力が必要な事項

大学も協力ができる事項
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文部科学省

○留学ビザから就労ビザへの
切替手続きでの優遇措置

法務省

中小・中堅企業等

大学

外国人留学生
奨励

奨学金
(学習奨励費)

（特別プログラムの受講者）

経済団体
申請

配
慮

○インターンシッププログラムの構築
・企業での実務内容の確認（大学）
・プログラム中の定期報告（企業）

地方自治体

経済産業省

・インターンシップの提供
・留学生採用枠の拡大

就職
特別プログラム

・ビジネス日本語
・キャリア教育（日本企業論等）
→企業から講師を派遣
・就職活動方法
・1か月以上のインターンシップの組
み込み

受
講

コンソーシアムを構築

開設

留学生就職促進プログラム

○成長戦略における 「外国人材の我が国企業への就職の拡大」に
向け、各大学が地域の自治体や産業界と連携し、就職に必要なスキ
ルである「ビジネス日本語」「日本での企業文化等キャリア教育」「中
長期インターンシップ」を一体として学ぶ環境を創設する取組を支援
し、外国人留学生の我が国での定着を図るとともに、日本留学の魅
力を高め、諸外国から我が国への留学生増加を図る。

○ 実施拠点（12拠点）
北海道大学、東北大学、山形大学、群馬大学、東洋大学、
横浜国立大学、金沢大学、静岡大学、名古屋大学、関西大学、
愛媛大学、熊本大学

事業概要
【日本再興戦略改訂2016 （平成28年6月2日閣議決定）（抜粋）】
Ⅲ イノベーション・ベンチャー創出力の強化、チャレンジ精神にあふれる人材の創出等
２．多面的アプローチによる人材の育成・確保等 ２－３．多様な働き手の参画
（２）新たに講ずべき具体的施策 ⅳ）外国人材の活用
②外国人留学生、海外学生の本邦企業への就職支援強化

外国人留学生の日本国内での就職率を現状の３割から５割に向上させる
ことを目指し、留学生に対する日本語教育、中長期インターンシップ、キャ
リア教育などを含めた特別プログラムを各大学が設置するための推進方
策を速やかに策定し、（中略）来年度より、各大学が同プログラムを策定す
ることを支援する。

背景

採択・委託

日本学生支援機構

平成30年度予算額（案）：362百万円（平成29年度予算額：362百万円）

助言

厚生労働省
（ハローワーク）

・マッチングの場の提供
・大学、企業への助言

助
言

・海外でのジョブフェアの開催
6



7

留学生就職促進プログラム選定大学及び参画機関
平成29年6月現在

受託機関
（申請大学）

参画機関

大学 地方公共団体 民間団体等

北海道大学 北海道科学大学 北海道 キャリアバンク（株）

東北大学
宮城学院女子大学、東北工業大学、東北
学院大学

宮城県、仙台市 仙台商工会議所、（一社）東北経済連合会、宮城県中小企業団体中央会、東北大学萩友会

山形大学 東北公益文科大学 山形県 山形県国際交流人材育成推進協議会

群馬大学

群馬県立女子大学、高崎経済大学、前橋
工科大学、共愛学園前橋国際大学、関東
学園大学、上武大学、高崎商科大学、高崎
健康福祉大学、群馬工業高等専門学校

群馬県、群馬県警察本部、前橋市、
高崎市、桐生市、太田市、川場村

群馬県観光物産国際協会、前橋市国際交流協会、高崎市国際交流協会、桐生市国際交流協会、群馬県商工
会議所連合会、群馬県商工会連合会、群馬県中小企業団体中央会、群馬県経営者協会、群馬県酒造組合、群
馬経済同友会、上毛新聞社、群馬テレビ(株)、(株)エフエム群馬、サンデンホールディングス(株)、(一財)サンデ
ン環境みらい財団、永井酒造(株)、(株)田園プラザ川場、増田煉瓦(株)、グリンリーフ(株)、鳥山畜産食品(株)、
(株)前田設備、(株)群馬銀行、群馬労働局

東洋大学 島根大学、金沢星稜大学 島根県、石川県、日立市
島根県経営者協会、いしかわ就職・定住総合サポートセンター、日立地区産業支援センター、日本国際化推進
協会

横浜国立大学 横浜市立大学 神奈川県、横浜市
（公財）神奈川産業振興センター、（一社）神奈川県商工会議所連合会、神奈川県商工会連合会、神奈川県中
小企業団体中央会、横浜商工会議所、（一社）横浜市工業会連合会、（公財）横浜企業経営支援財団、（株）浜
銀総合研究所、（公財）横浜市国際交流協会・国際学生会館

金沢大学 信州大学 石川県、長野県、福井県 北陸経済連合会、（一社）長野県経営者協会、（株）北陸銀行、（株）八十二銀行

静岡大学
常葉大学、静岡理工科大学、静岡英和学
院大学、沼津工業高等専門学校

静岡県、静岡市、浜松市

（公社）ふじのくに地域・大学コンソーシアム、（公社） 静岡県国際経済振興会（SIBA）、（公財）静岡県国際交流
協会、（一社）静岡県経営者協会、（公財）就職支援財団、（一財）静岡経済研究所、アジアブリッジ企業連絡会、
（株）アルバイトタイムス、（株）はまぞう、静岡県行政書士会、（一社）静岡県信用金庫協会、（公財）浜松国際交
流協会、静岡労働局

名古屋大学 名古屋工業大学、岐阜大学、名城大学 愛知県、岐阜県
愛知県経営者協会、（一社）岐阜県経営者協会、中部経済同友会、（一社）中部経済連合会、（独）日本貿易振
興機構（ジェトロ）名古屋貿易情報センター

関西大学 大阪大学、大阪市立大学、大阪府立大学 大阪府、吹田市

（公財）大阪府国際交流財団、（公財）吹田市国際交流協会、（公財）箕面市国際交流協会、（公社）関西経済連
合会<グローバル人材活用運営協議会>、大阪商工会議所、（一財）大阪労働協会、大阪外国人雇用サービスセ
ンター、大阪府行政書士会、（株）りそな銀行、（株）池田泉州銀行、三井不動産関西支社、パナソニック（株）、
（株）日立ハイテクノロジーズ、カワソーテクセル（株）、（株）i-plug、フォースバレー・コンシェルジュ（株）＜TOP 
CAREER＞、（特非）グローカル人材開発センター、（株）トモノカイ、（行）第一綜合事務所、（株）NPCコーポレー
ション、（独）都市再生機構西日本支社、（株）レオパレス21、ユニヴ・ライフ（株）、関西大学生活協同組合、（株）
ネクステージ、（特非）OUEN Japan、コミュニカ学院、（公財）日本漢字能力検定協会、（公財）関西生産性本部、
（独）日本貿易振興機構（ジェトロ）大阪本部

愛媛大学 ― 愛媛県
愛媛県国際交流協会、愛媛県商工会議所連合会、愛媛県商工会連合会、愛媛県中小企業団体中央会、愛媛
経済同友会、愛媛県中小企業家同友会、（一社）えひめ若年人材育成推進機構、（特非）ワークライフ・コラボ

熊本大学 ― 熊本県 （一社）熊本県情報サービス産業協会、（一社）熊本県工業連合会、熊本県社会・システムＩＴコンソーシアム熊本 7



「留学生就職促進プログラム」 選定取組

大学名：東洋大学

 

○東京で学ぶ留学生にとっては、地方の優良企業を知る機会が極めて少ない
○地方では、人手不足の一方、留学生の地元企業就職活動ではミスマッチあり

背 景

東京と地方都市との間で留学生の「Ⅰターン就職」を促進

取組概要 是 正
注）本事業で「Ｉターン」は、留学地以外の地域で就職する事を意味します。

地方の人手不足是正
地域の枠を超えた留学生就職

留学生国内就職率６０％

留学生Ⅰターン就職促進プログラム

貢 献 達 成

島根大学
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「留学生就職促進プログラム」 選定取組

大学名：熊本大学
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